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4全総における地域交通 ネ ッ トワー クの

形成lζ対する一考察
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1 .緒 論

神代方雅

（附クマシロシステム設計）

第4次全国総合開発計画において，土地利用の多極分散という目標を掲げ，

ζのための施策のーっとして，地域交通ネッ トワークを形成するとしている。

乙の乙とは，港湾を研究する立場では， 物流とその経済効果が地域経済発

展の基礎条件の一つであるという認識において，全く異論のない所であるか

ら， 4全総の計画目標を実現するための方法論を，我々の立場で積極的に研

究すべきであると考えるのである。

そう考えるといくつかの疑問が生れる。

1 • 1 グローパノレな観点での疑問

夕、．ローパノレな視野で＝みると，日本の交通網は海・陸・空にわたりかなりの

整備が行われているが，それにも拘らず国土利用の平準化に投資額に見合う

ほどの効果が上っていないのではないか。
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その理由は， 一つは東京圏が象徴する拠点性が土地利用の集中あるいは太

平洋ベルト地帯への偏在の要因であり，その拠点性は圏内と国際的内容をもっ

ている。また交通機関の発達が乙の拠点性を助長している面もある。

しかし逆の見方をすると， 土地利用の少い地域K乙のような拠点性が少い

という乙と，すなわち拠点性を形成する各種の要素が不足しているのである。

従って拠点性を構成する要素のーっとして交通ネットワークを形成しなけれ

ばならない。つまり 4全総の目標は乙の点にあるのではないかという乙とで

ある。

そして次にはその拠点とはどの程度を示すかという乙とで，当然大中小の

ランクがあるが具体的Kみると少くとも重要港湾の所在都市とその背後圏の

主要都市は交通ネッ 卜ワークの拠点とすべきものではないかという乙とであ

る。乙の点は本論の前提条件である。

1・2 理論的機能配置の遅れ

上記の前提に立っと，ネットワーク形成のための港湾・道路・内陸ターミ

ナノレあるいはコミューター航空網などの諸機能の整備の遅れがある。それは

一つの物流ルートの中でみても例えば港湾と道路の機能の不均衡というよう

な機能配置のアンバランス，複数の交通物流のルート形成における機能配置

にある過不足， ζれは機能分担という表現になるが，乙のような理論的な機

能配置に遅れがあるのではなし、かという乙とである。

乙の点は交通施設投資の効果を総合的に求める問題であり，別の見方では

機能配置の順序という時間的問題でもある。

例えば，四国の架橋や青函隆道をもっと早く完成すべきであったか，北海

道内の重要港湾と主要都市とのネッ トワークをもっと早く完成すべきであっ

たか。乙れらは国の財政等の相関もあって簡単にいうべき論拠はないが，地

域開発の拠点形成という目的に立つ限りにおいては，北海道内でみると遅れ

ている機能配置K重点を指向し，かつは適切な投資配分によって，全体のパ

イを大きくする効果を求めるべきではないかという乙とである。
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1・3 公共投資と民間投資の釆離

上記とは逆の視点lζ立つものであるが，折角新たlζ造成された物流基本機

能が有効に活用されていないのではないか。具体的に港湾でみると，新たに

造成されている港湾の基本施設とその物流Jレートとを利用するための民間投、

資，それは船舶の運航から港湾における荷役・保管等の投資を意味するが，

乙れら投資が少い，つまり利用が少ないのはなぜかという点である。

乙の乙とは新たな物流ノレートや港湾機能の整備は， 一つには将来起りう

べき物流需要への対応，つまり地域開発の呼水とするためのものと，もう一

つは，具体的にその港湾を利用しうる貨物量がある場合とについて行われ，

輸送上の効果が発生するという論拠によっているものである。乙の論拠lζ対

し民間資本としては先行投資のおつき合いをする余裕がない。貨物量があ

るとしても既存の物流Jレートに固定的投資があり，海・港・陸のコンビナー

ト，あるいは物流システムが形成されている。固定投資の面だけからみても

新たな物流ルート，港湾への投資は困難である。つまり公共と民間との両投

資の論拠が事離するという現象があるが，乙の点がネットワークの形成を困

難にするのではないかという ζとである。

交通ネットワークの形成という課題からすれば巾広い論議を必要とするが，

本論は以上の疑問を通じてネットワーク形成にマイナスに働く問題lζ焦点をあ

てる。すなわち第一の疑問としての国民経済にマイナスに働く土地利用の問題

を輸送用役の需要の問題として考え，第二第三の疑問を輸送用役の供給の問題

として考え交通ネットワーク形成のための一考察とする。また本論は海運によ

る物流lζ限定して考える。

2.輸送用役の需要における問題と対応

我々港湾を考える立場で輸送用役の需要を考えるのは当然であり，港湾計

画は地域開発計画と同義語であるといってもよい程である。その意味におい

て本章を整理する。
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2 • 1 輸送用役の需要における問題点

2・1・1 用役需要の量的集中と偏在

ζの乙とは相対的に後進地域との輸送用役需要のアンバランス，後進地

域内の用役需要密度の小など輸送機関の稼動率を低下させ，用役供給の利潤

を低下し，ネットワーク形成のための民間投資を制限する。

乙の集中と偏在lζは，有利性lζ対する集中．さらには過密のマイナスを補

うための諸政策による集中もある。反面地価昂騰その他の条件に対応しきれ

ない企業の移動の動向がある。乙れらに対する後進地域は例えば北海道では

農水産業・石炭 ・製鉄すべてが後退し，製紙までが長期的には資源保有国に

移動すべき必然性がある。

2 • 1・2 用役需要の質・性格の問題

乙れは具体的には産業構造の地域差の問題であり，東京圏と北海道におけ

る2次産業と l次産業の産品の用役需要lとあるアンバランスや時期的波動等

である。乙れは国際間にも発生しつつあり， NICs産品の輸入増や長期的

には中国やソ連まで考える必要がある。

2 • 1・3 商的流通と用役需要の問題

ネットワーク形成に支障となると思われる商的流通にある問題は次の①～

①にある。

①商取引における力関係と市場形成の問題

l次産業を主とする地域の商取引は売るものは買手市場，買うものは売手

市場つ立たされる力関係が明確に存在する。従って売る場合lζ手lj潤が少く買

う場合l乙農機具や肥料を高く（輸入価格の3倍近く）買わされ資本蓄積の余

地がなし、。乙のζとは中央と地方の関係として一般的に云いうる。結果とし

て地方や1次産業による物流需要を，例えば保管機能の整備によって時期的

に平均化するなどの改良やシステム化への投資を困難にする。

市場形成の問題としては，安く豊富に生産される農産物が高い地域の市場

に廻らない。北海道の農産物の販売が本州で制限されている問題。アメリカ

との関係より先lζ本州との関係がある。 本州、｜の人々が水っぽいアイスクリー

ムを食べねばならない理由を考える必要があり，大きく いうと食績の安全保
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障に結び．つく問題でもある。ネットワークの形成には農業問題も考えねばな

らないといえるが，少くとも乙のような市場構成が大きい影響をもっ乙とだ

けは明白である。例えば生乳のコ ンテナ輸送が可能なら，留萌・稚内・紋別・

網走等の港湾では，生乳だけでもそのベースカーゴとなりうる十分の数量が

ある。コンテナ輸送は乙れら港湾背後地域にこれを利用する産業の立地条件

のーっとなりうるのである。

②多段階流通の問題

いうまでもないが多段階の商取引は多段階の輸送あるいは交錯輸送の用役

需要を発生する。鮭の流通では，例えば八戸港でブlく揚け．されたものが釧路市

I［集り相場の形成が行われているが如きである。

＠商物分離の問題

例えば札幌市の卸売金額は全道の約6割を占める。一方物流をみると，海

運の割合lζ陸送費が高くつく石油・セメント等は各港lζ分散し，まさに商物

分離であるが，海運の割合lζ陸運が安い，つまり通常のトラック輸送を可能

とするものはその稼動率の追求もあって分散する乙とが少く，少数の港湾や

札幌市に集り，そ乙から配送され商物一致の形である。乙の原因は，札幌圏

の需要量が大きいのに対し，他の地域の量が少く物流への設備投資が不採算

になるからである。乙の点もネットワーク形成への民間投資の問題である。

以上の商的流通にある問題も用役需要の発生そのものを地域産業の資本力

との関係で制約し，用役の生産性においても支障となるものがある点lζ注目

しなければならない。

2・2 輸送用役の需要への対応

乙の点についての基本的判断を次に述べる。

2・2・1 地域における産業振興システム

図2・2一lは1次産業産品の加工を主とする産業のために提示されたり

ものであるが， ζのような論理的判断により地域経済の振興を図る必要があ

るととを強調したい。
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図2・2-1 地威産業振興のシステム
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2 • 2・2 本州の地価昂騰と中小企業への対応

c 

利潤の少い中小企業が地価の低い所へ移動すべき必要は急激に高まってい

る。また北海道では大企業を頂点とした下部構造の企業も，単独で販路をも

ちうる企業も未成熟である。乙れらの点からすると地方に中小企業を移動す

る積極的政策が，本州と地方のために今乙そ重要である。 ζのためには大企

業の下部構造であるものについては，単一の大企業ばかりでなく複数の大企

業の下部構造をなすものもある乙と，さらには地価・人件費の安い外国への移

動を図るものが多いなどの問題に対応した地方移動への政策が必要であろう。

なおこのためには国内での移動を可能とする企業種別を明確にすべきである。

2・2・3 地方拠点都市の強化

東京圏への集中要因はその国内と国外への拠点性にある。可能な限り乙の

拠点性を地方に分離すべきである。具体的には行政権の地方移転が行政庁そ

のものの移動より容易な筈である。教育などは総て地方に移動すべきものと

考える。例えば札幌市の拠点性の強化は一面κおいてのマイナスは発生する

が，多極分散の論浬からみて必要性が大きく，乙のための交通その他機能の

思切った整備が必要である。
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2・2・4 地域開発と資本の論理

地域開発に対する資本の在り方を次の①～③lと述べる。

①開発行為を投資の面でみると，国土空間やそ乙にある労働力の低い生産

性lζ対して圏内・国際lζ優位性をもちうる生産性を生み出すための投資であ

り，その性格上から国や大資本による長期低利の資本の運用が必要である。

＠一方国や大資本は， 小資本のなし得ない経済行為としての長期低利の投

資によって利益を上げうるという特徴がある。

①後進的地域の土地・労働力の生産性の増大は国家全体の経済安定であり ，

同時に大資本の国際的経済行為の基盤が圏内経済力にある点からみて，国際

的経済安定に結びつく。

以上で明らかなように，国や大資本は開発行為への投資を優先すべきであ

り，欧州諸国は経済安全保障のための超長期的投資を行っている。乙の点か

らみると，図2・2 1のFについての政策，あるいは苫小牧東部開発の停

滞への対応，さらには地方の財政収入や行政権の移譲lζ至るまで革命的な政

策の転換が必要である。あるいは，乙のような論理は先刻承知であるが，目

あるいは，乙のような論理は先刻承知であるが，目前の私益や問題のため

になし得ないのであるとするならば，その問題を先づ解決すべきであろう。

3.輸送用役の供給における問題と対応

用役供給における問題は当学会でも数多く論ぜられている所であり，かつ

またネットワークの形成という目標に対し総てを論ずるととはできない。従っ

て第l章で述べた理論的機能配置に関し，物流ルートの機能の分担を中心と

した問題と，公共投資と民間投資の事離の問題とに焦点をあてて考える乙と

とする。その理由は，ネットワーク形成のための投資と効果に焦点をあてね

ばならないと考えるからである。従って投資そのものについてみると総合的

効果を対象とした過不足のない機能の造成である。効果についてみると利用

者である荷主及び用役供給企業の立場での利用効果，すなわち輸送施設・輸

送機関の稼動率を高くして結果として用役の生産性を高め，輸送コストや輸



90 4全総における地域交通ネットワークの形成に対する一考察

送便益l乙好影響を与える ζとにより荷主産業の利益に結び、つくという効果で

なければならない。そして当然つけ加えねばならないのは用役生産K占める

支出を少くし，稼動率とともに用役生産のための資本の生産性を高めるとい

う効果が必要である。

3 • 1 理論的機能配置の問題と対応

3 • 1・l 機能配置の現状と動向

港湾とその物流ノレートについてみると，それぞれ個有の背後圏をもちなが

ら，港湾背後への道路整備が特K遅れていたものは，小樽港と後志地域，留

萌港と旭川圏であり，両港とも 2車線の道路で，小綿港についてはバイパス

ノレー卜を目下建設中であるが，両港の歴史からみると非常に遅れていると云 ・

える。 背後圏輸送需要からみて港湾整備が遅れているのは道東港湾であり，

紋別・ 網走・十勝港等は現在整備計画を進めつつある。郵｜｜路港はかなり整備

が進んではいるが，化学肥料・石炭・穀物等背後の需要からみるとパナマッ

クス型の接岸整備は本州の港湾より遅れて現在ζれも計画中である。乙れら

は百余年の北海道の歴史の中でやむを得ないものであるが，本州と比較した

遅れは否み難い事実である。また道央地区でみると，小樽港は地形上港湾空

間が狭いという欠点があり，そのため鋼材・車両その他の取り扱いに適さな

いので，乙れを補完する乙とを第一の目的と して石狩湾新港を計画したもの

であるが建設開始15年にして堀込部分の利用開始に至った状況である。

以上は理論的な機能配置の計画はありながら投資額と時間との関係による

ものが多いのであるが，内陸輸送の集配分機能としてのターミナルは，その

計画自体が遅れている乙とを指適せざるを得ないのである。乙の点は例えば

前記のように l次産業の商取引の力関係や市場構成からみても，内陸に適切

な保管施設を設ける必要がある ζとを強調したい。

以上の具体例は， 道路や内陸ターミナノレについては，一つの物流機能のバ

ランスの問題といってよく， 各港の整備は複数の物流Jレー卜の整備であり，

物流機能整備に対するイコーJレ・フッティングの問題である。

乙の前者の機能配置については支障はないと云えるが，複数の物流Jレート
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については，先づ各Jレート聞に競争の原則が働く乙とと，前記のように公共

投資と民間投資との事離がある。

競争については例をあげるまでもないが，ある地域のある貨物の輸送量に

対し，複数の港湾を経由する輸送能力が仮りに全体で3倍あるとすれば%の

投資は国民経済の視野ではムタであるという乙とであり，用役生産の生産性

も低くなり，輸送コストを押し上げる。

乙の点には拙稿「道央海運流通と広域港湾J2）において広域港湾協議会を

設ける等lとより機能分担への必要措置を講ずべき事を主張。港湾法の改訂に

おいて法50条の21ζ乙れが示され，後記のように北海道開発局lζおいては乙

の規定のいわば精神的運用（事務手続でなく）がなされている。

3・1・2 理論的機能配置への対応

上述のように理論的機能配置の重点は複数の物流Jレートの機能分担にあり，

その対応としての論理が必要である。道央広域港湾論はその論理の一部を述

べたものであるが，当時は資本主義の競争原則からみるとその論理は成立し

ないという意見が圧倒的であった。

しかし私は，ネットワークの形成そのものが計画行為，計画経済であり，

資本主義経済の中の計画として当然必要なものと考える。

従って以下lζ機能分担の計画判断を述べるが図3・1-1にその計画目標

を示した。

ζの図でAをネットワーク形成の目的とすると，そのための投資には経済

性Bが必要であり， Bの追求にはBlとB2その他の手段により B3の効果

つまり B31の荷主の便益と83-2の用役の生産性を追求する乙とにあると

している。

そして用役の生産性は，支出面における輸送コストの形成すなわち設備コ

ストと運営コストと収入面における稼動率の形成とにあるとし，とれを示し

たものが図3・1 2の物流コスト形成要因と類型化のフローである。

乙の図lζ示すものは一つの物流Jレートとしてみると削門やすいが，その場

合の支出と収入の関係は図3・1-3の一つの物流ルートの形成要因で示す

供給側面の必要性の内容によって理解できると考える。
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図3・1-1 機能分担目標のフロー
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図3・1-3 一つの物流ルートの形成要因
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出典 道央地区港湾機能分担調査（北海道開発港湾部港湾計画課，昭和57年）

乙のような機能分担の考え方は昭和57年より北海道開発局港湾部港湾計画

課における作業として，各種の調査によって作製されたものである。また具

体的な港湾計画のためには，昭和59年道央港湾5港（留萌・小樽・室蘭・苫

小牧・石狩湾新港），62年道東港湾4港（十勝・創｜路・根室・網走）につい

て，ともに港湾法50条lと準拠した協議会を設けて検討し 各港の理論的背後

圏域の想定と乙れによる物流需要と港湾規模の方向づけを行っている。その

方法論としては以上の理論をもととして，各種の条件設定を行ってプログラ

ムを作製し， 各港による物流Jレートの比較と適正機能配置の分析を行ったも

のであるが， 川合紀章の研究開発 3l Iとよるものである。

なお，乙の問題は用役生産性の追求のための複数の物流Jレート聞の競争が

背後にある乙とを考えると，その競争に無理がないという乙とが基本的に必

要である。
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従って乙の問題は寛争における海運・港湾・陸運を通じての施設機能への

投資と運営への投資の問題でミあり，その斉合性の問題である。その意味で乙

の問題は次の節の公共と民間の投資への翠離の問題の中においてさらに説明

する。

3 • 2 公共と民間の投資への事離の問題とその対応

3・2・1 乙の問題の現状と動向

ネットワーク形成のため，機能分担の判断Iζよって複数の港湾Jレートを整

備した場合，それがすぐ利用されるかという問題である。

それは地域聞の競争というととを別にして考えても困難な要素がある。そ

の要素は北海道でいえば，現状の物流量に対しては乙れに対応する投資が既

に行われているという乙とが最大の要素である。しかもその投資は，物流の

片荷や波動等の（ ）要因を補うための余分の投資を含み，かつまた荷主・

用役供給の各側面を通じてコンビナート的慣習を形成しているからである。

例えば，石狩湾新港は新産業都市建設促進法の計画であったが着工そのも

のが遅れた事lとより他の港湾への設備投資が進んだ。そしてS48年東ふ頭，

63年4月堀込の一部が完成という事であり，国際的不況や物流内容の変化も

あったが当初計画を大巾に縮少している。しかし長期的にみると日本海側の

物流需要の増大と，新港の立地条件そのものが，物流用役供給K高い生産性

を与えうるものがあり，道央のみならず北海道の経済発展に役立つ乙とは明

らかである。乙れに対して前記既存の道央4港には既存の投資と物流システ

ムの形成がある。

3・2・2 軍離への判断（民間投資の可能性への判判）

新たな物流ルートのもちうる機能lζよって新たな需要を誘発する乙と。具

体的には石狩湾新港の工業立地はある程度の進捗をみせている。とれらがさ

らに民間投資を誘発するという関係が最も望ましい姿である。

しかしながら一方において新たな機能により荷主との力関係で・既存物流Jレー

トよりのある程度の物流の転移がありうるという乙と。そしてもう一点は，

用役生産性の高いJレートへ，そのノレー卜の有利とする圏域の物流は転移させ
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た方が， 全体の投資効果を大にするという事である。乙の点が今まで申し述

べた事離という問題であるが，いづれにしても既存Jレートからの物流の転移

は新たな投資を伴い，その可能性が追求されねばならない。ただし ζ乙で前

提としなければならないのは，新たなJレートと寛合する関係にある既存jレー

ト企業の立場に立つ事でtある。競合しない企業はそ乙に営業成立の可能性が

あればど乙からでもやって来て投資をするであろうから。乙の場合は競合す

る地域内の問題であり，そ乙lと乙の問題の研究の目的がある。

乙の前提に立ち，利用企業の投資の可能性を基本的に考えてみる。投資可

能性は輸送便益や用役生産性の関数である。そして用役生産性を左右するも

のは，輸送機関ならトン，キロ／年，保管施設や荷役機械なら トン／年で算

定される稼動率にある。

図3・2-1 IL乙の関係を示すが，乙れらの稼動率lζ影響する要素をいま

次に示すα・(:J• r lζあるものとする。

α：物流用役供給に影響する需要側面要因

F：物流Jレートの立地条件

T：物流基本施設の能力

0：稼動率 （オベレーティングレイ ショ）

Cr;：設備コスト

CM ：運営コスト

α 需要側面要因

F：立地条件

T 基本施設

図3・2-1 ネットワーク利用者の投資可能性

乙の関係を具体的にみると，石狩湾新港は日本海にあり札幌市lζ接し，大

陸貿易と都市の末端集配に有利である。乙れはFの有位性である。また小樽

港も札幌市に至近の位置にありながら港湾空間が少いが水深が深く安全性の
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高い泊地岸壁がある。乙れはFとrの問題であるが，稼動率の良否lζ影響す

る。苫小牧港は最も東京湾と近いが，札幌市にやや遠いという Fの条件で札

幌市への末端集配基地としてはやや不利である。

乙ζでα・β・Tの内容はというと，図3・1 1～3から読み取って頂

きたい。

次lζ設備投資とコスト形成の関係と，稼動率の形成とα.f3 • rの関係に

ついて図3・2-1～4によって概説する。

CoF：運賃原価，Lは｜浪界， Mは最低の意。図 3・2-3の葉線はα－

f3 • rの（一）条件の場合，実線（＋）条件の場合とする。

物流Jレー トの設備投資は図3・2-1におけるEK該当し，先行投資から

波動その他の（ ）条件lζ対応している。 いま図3・2-3の波線のCoFM 

がEの状態における投資によるものとすれば， より Eの状態lと近づ、けたもの

コ
ス
ト

阿ノ
l作lmin 

設備投資

図3・2-1 設備と運営のコスト形成

コ
＼ 

スl、＼
7 

イ

ナ
ス

CE I条
件
に

J: 。

コ

ス

限界 量低

図3・2-2 限界と最低コスト

B Jレート

稼

動

率

設備能力 αβγの条件

図3・2-3 αF T条件変化とコスト形成 図3・2-4 ctf3 T条件変化と
稼動率の形成
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が実線の場合であり，乙の場合（＋）条件の造成が必要である。そして （＋）

条件とは図3・2 4におけるα・p・7の条件整備にある。例えばAノレー
トで距離的には総コストが安くなるとしても rの基本施設が悪ければ稼動率

が低し、。従ってrの条件整備により BK近つける必要がある。

以上の見方は一つの物流ノレートについての場合と，道央や道東の圏域全体

としての場合とで見る乙とができる。

後者の場合において，各港湾ノレートにおけるα・fi• Tへの対応の仕方が

図3・1-1のB1とB2であり， B3が結論的l乙稼i!J率の検討で、ある。乙

の関係を波動という（ ）条件への対応で‘みると，適切な保管機能を全体の

ノレー トの中（各港湾や内陸）に配置するという乙とがrへの対応であり ，投

資と効果つまりコス 卜形成の比較により求められるものである。

以上民間投資への対応が物流ネットワーク形成への最終的あるいは最も重

要な手段であり，利用者への対応乙そがネットワーク形成の利用効果を実現

しう るものである。

乙の点について特に強調しなければならないのは，地域にある多くの（一）

要因への対応として， 2・2・41と述べた地域開発と資本の論理lと従った公
共資本や大資本の援助が必要であり，地域による差異に従った政策が検討さ

れねばならない。

なお，図3・2-1～ 41ζ示した関係は具体的に数値として比較しうるも

のであり，紙巾の関係上省略する。

4.むすび

以上竜頭蛇尾の議論であるが，諸賢により一層の展開がなされることを期

待する。

注 1）後藤七郎 （北海道開発局開発調査課開発企画官）， （社）寒地港湾技術研究セ

ンター会報「海と港」創刊号所載論文，積雪寒冷地における港湾利用について．

p.28. 

2）拙稿1972年学会年報No.IO.

3）川合紀章．本学会会員． 北海道開発局小樽開発建設部小樽港湾建設事務所第二

計画課長。


